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谷本一志著

『農地経済政策論』

筑波書房 1994年 278頁

北海道大学大学院芦田敏文

ー

本書の課題は、農地問題の分析をとおして農地

政策の評価を行い、今後の農地政策の方向性を検

討することである。分析は戦後農地改革に遡り長

期間にわたるが、過去の政策の事後的な評価にと

どまらず、現時点の種々の問題を顕在化させてい

るものとしてとらえ、今後の農地政策の方向性に

ついて提言している点が大きな特徴である。

序章「土地問題の分析視角」に、本書の分析視

角が述べられている。まず、農地改革によっても

たらされた農地法と戦後農地政策の理念に対して、

「所有と利用を結合した自作農的土地所有」に

「自己矛盾が内包」していたという評価を下して

いる。農家の規模拡大には「自作農主義に伴う多

大な土地負担」が生じてきた。そのなかで近年観

察されている賃貸借形態の農地移動の展開は「土

地利用の弱体化と表裏の関係」にあり、日本農業

は「構造調整の中で耕境後退、担い手欠落、採算

性欠落に直面」しているのである。

近年の農業を取り巻く状況は悪化しているとい

われるが、それを農家における経済的側面で述べ

れば、農産物価格の低下傾向による農業の収益性

悪化＝農業投資の採算性悪化である。また、これ

に相まって農業労働力の高齢化・後継者不在など

農業の担い手自体が欠落する傾向と併せて、農地

の需要減少と供給増加から供給超過が生じ、「農

地過剰問題」が発生しているのである。

筆者はさらに、農地過剰構造は二面的であり地

域性があるとしている。それは、兼業地帯と専業

地帯における違いであり、具体的な地域として前

者を府県、後者を北海道として分析を進めていく。

兼業地帯においては、「都市化・兼業深化・担い

手欠如・農外転用圧力による耕作放棄・ 不作付」

問題としてとらえ、専業地帯ではこれと同じ側面

もみられるとした上で、「むしろ高収益性追求・

土地節約型経営志向の中で個別経営・地域農業が

深刻な農地過剰に直面している」としている。

このような農地過剰構造はさまざまな問題を派

生させている。現在賃貸借形態が農地移動の主流

となっている点について、「農地購入による規模

拡大が経済的に引き合わないため」、「危険負担の

少ない賃貸借を選好している」と述べており、農

地過剰の背景として受け手の農地購入に対する採

算性悪化をとらえている。地価の点では専業地帯

の農地価格低落傾向を指摘し、これを小作料との

関係としても論じている。また、高齢・労働力不

足による土地利用の粗放化・耕作放棄の問題、収

奪的利用にともなう地力問題にも触れている。

このような過剰構造からさらに派生している諸

問題を含めての「農地過剰問題」を浮き彫りにし

た上で、今後の農地政策に対して、農地移動に対

する公的介入、農地の公的管理の是非を論じる視

点から、提言を行うものとなっている。

ー

第1章「耕作権の現代的構造」では戦後農地改

革を経て形成された耕作権の問題が分析されてい

る。農地改革以前においても、耕作権の確立・強

化は農地政策の大きな理念であったが、農地改革

によって、耕作権は広範に対価性を持つに至り、

確立され、その後の農地立法・行政を通じて強化

されたとしている（第 1節）。

また耕作権対価は、農地改革残存小作地の解消

過程で、自作地と小作地の価格差（小作地所有権

移転）あるいは離作補償（賃貸借解約）として具

体的に発現し、農地改革以後は、前者が主であっ

たが、近年転用需要の増加から後者が主となって
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きていることを示し、これら二形態の耕作権対価

は、ほぼ等しいことを示している（第2節）。

さらに、耕作権の発現率とその対価水準には地域

差がみられ、それは戦前の甘土権等慣行小作権の

有無と関係があることを指摘している（第3節）。

第2章「農地慣行と農地価格」では、全国的に

．多様な農地の所有• 利用構造の事例検討が行われ

ている。

まず、農地法適用が遅れた特殊な地域である沖

縄県では、戦前より農外資本の農地所有・貸付が

あり、戦中に軍事地没収した農地の貸付が国・市

町村から一部行われていたが、農地法適用後は耕

作者に払い下げられる傾向にあるとし（第 1節）、

一方で本土復帰前後に農外資本の土地買い占めが

あり、地価高騰、耕作放棄等の問題発生を指摘し

ている（第2節）。次に愛知県を事例として、都

市近郊における出作入作の展開が農地市場の広域

化と所有権の錯綜化をもたらしている実態を検討

し、資産的保有的色彩の強い入作者の存在は集落

における集団的・組織的土地利用を阻害すること

を指摘し、出作地取得の通作距離制限を行うとと

もに、資産的保有を保証した上でその農地が集団

化・組織化に組み込まれるような所有と利用の広

域的な調整が必要であるとしている（第3節）。

さら北海道を事例として、農業専業地帯における

地価下落の現状と農地問題の実態を検討し、農地

流動化進展のために、農地診断による総合評価と

それに基づく適正な農地価格設定の実施を提言し

ている（第4節）。

第3章「農地金融の構造」では、農地金融の構

造を分析した上で農協の果たすべき役割を提言し

ている。

専業地帯である北海道において資金需要は増加

してきたが、近年の融資実績減少は農地需要の減

退が一要因であり、 1980年代半ばからの地価下

落傾向もこれを反映したものであり、農地を担保

とする農業金融の性質上、地価下落は農家の担保

力低下を通じて経営を悪化させるとし、農家自身

の的確な資金対応と制度金融の金利水準・償還条

件の調整・緩和の必要性を述べている（第 1節）。

構成農家の経営悪化は、農協の経営問題にも発展

する。農協は、農地ではなく生産力や収益力を信

用対象にした融資を行うべきであるとし、農家の

規模拡大に依存していた農協の事業展開は転換点

にあるとし、今後余剰農地が大量に生じることが

予想されることから、農協による農地管理、農地

移動調整の必要性とその可能性を提言している

（第2節）。

第4章「地域担い手と農地過剰」では、高齢化・

後継ぎ不在による地域担い手の脆弱化と一方での

集約化の動きの中で生じてきた農地過剰問題につ

いて分析している。

北海道においても高齢・後継者不在農家の地域

に占める割合が増加しており、今後これら農家の

農地放出と、担い手農家の集約化の動きによって

農地過剰傾向が強まるとしている。その解決は個

別農家レベルでは難しく、地域レベルの後方支援

の必要性を指摘している（第 1節）。次に畑作地

帯において作付権が集落に帰属していることから

出作農地の作付の自由が阻害され、規模拡大のメ

リットが最大限に発揮できない現状をとらえ、移

動農地に対して作付権の保証が必要であるとして

いる（第2節）。収益、小作料、地価の関係の分

析では、近年、収益の低下を反映した地価下落に

対して小作料低下が相対的に小さい点を「小作料

の下方硬直性」と指摘している。また地価、小作

料の水準には出し手の事情が大きく作用している

現状から、受け手側の採算性を最優先に考慮すべ

きとしている（第3節）。

第 5 章「農地への公的介入•公的管理」では、

農地への公的介入と公的管理の必要性が論じられ

る。

農地所有に対する公的管理の課題は時代ととも

に変容しており、農地過剰時代にあっては、余剰

-53-



農地を一時保有し再配分する機能と、農外資本か

らの農地開放要求に対する対抗という意味合いを

強めるべきであるとしている（第 1節）。 1960年

代の農地管理事業団構想廃案後、農地政策は借地

主義へと大きく転換し、借地より購入形態によっ

て展開せざるを得ない専業地帯に対する構造政策

の方向づけが放任されたことを指摘し、公的機関

が農地市場に介入して農地保有し、再配分もしく

は有効利用する方式を提案している（第2節）。

また、農地の管理主体としては、集落機能の低下

によって、農用地利用増進法による地域の自主的

管理に限界がみられることを指摘し、今後は所有

権に対する公的介入と農地管理機能が必要である

としている（第3節）。そこで公的管理の主体と

して具体的に「広域機構」の提案を行い、「広域

機構」は、農地の買入・ 借入・売渡・貸付、利用

調整、機械・施設・住宅の一括買入・売渡・賃貸

借、農協への経営委託、劣等地の基盤整備・土地

改良、買い手のない農地の長期保有と有効管理、

新規就農者への支援と養成、リース体制整備など

を行うものと措定している（第4節）。

皿

以上のように各章での分析を行った上で、終章

「農地経済政策と管理主体論」では、再度筆者の

主張がまとめられる。農地過剰時代においては、

従来の自主的管理による農地管理には限界がある。

今後は私有財産としての農地ではなく公的性格を

持った国民的財産としての視点に立ち、利用優先

とする公共規制を強化しなければならず、個人に

よる農地移動を基本としながらも、供給超過部分

に公的機関が介入して需給調整をはかり、将来的

に保全管理する必要があるとしている。

最後に、以上のような内容と論旨を持つ本書に

対して若干のコメントを述べておきたい。第1に、

本書の分析における中山間地域問題の位置づけに

ついてである。分析視角の部分に過剰構造の二面

的な地域性を指摘しているが、それは兼業地帯と

専業地帯における過剰構造の地域性であるとして、

前者を府県、後者を北海道に代表させて分析を進

めているが、中山間地域における過剰構造という

対象が除外されている。箪者の論じる過剰構造は、

とりわけ中山間地域にこそ大きく存在するのでは

ないだろうか。府県の中山間地域と北海道の中山

間地域の位置づけを行った上で、それぞれの過剰

構造をとらえていくことによって、より農地過剰

問題の考察を深めていくことが可能であると考え

る。

第2に、北海道において生じている賃貸借の一

時性についてである。北海道における賃貸借は経

過的なものであり、最終的には所有権処分される

という指摘が一般的にされており、本書での認識

も同様である (p.14)。この認識はもちろん、将

来の売買市場への再出現、すなわち売買市場への

供給増加を通じて過剰問題の発生を示唆するもの

である。しかし、「フローとしての貸借移動量と

しては増加傾向にあってもストックとしての賃貸

借関係の中身は常に入れ替わりつつ展開している

という傾向が強い (p.209)」ことをこの認識の根

拠としているが、実証はされていない。評者もこ

の認識について全般的に否定するものではなく、

過疎地域（北海道の中山間地域として位置づけら

れるのか）においては労働市場の小ささからとり

わけその性質が強いと考える。しかし、北海道に

おいても近年賃貸借の増加が顕著であり、都市近

郊で労働市場を背景とした安定的と思われる賃貸・

借の一定量の成立をみている。賃貸借の性質につ

いては北海道のなかでも地域差があるものと考え

られる。その点を含めた今後の検証が必要となろ

゜
、つ

第3に、公的介入の意義と、その実現可能性に

ついて触れたい。筆者の問題意識は地域の農地を

地域資源として守ることの必要性にあり、買い手・
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借り手のいない農地を長期的に保有する市町村レ

ベルでの公的主体創設を提案している。より広域

の全道レベルの公社事業では、これら劣等地の保

全は難しいという指摘である。しかし、市町村レ

ベルで行うとしても、財政措置の問題は同様に生

じる。この点をどう解決するのか。とりわけ劣等

地への長期の中間保有という形でのへの介入は、

筆者も指摘しているように地価下落傾向にある現

在においては事業として大きなリスクを背負って

いるといわざるをえない。新農業基本法の議論か

ら、自給率確保の必要性や、農業の多面的機能を

前面に掲げ、政府からの財政支援という形で行わ

ざるをえないと思われる。

筆者は中間保有体、公社事業に対する期待につ

いて、別著でさらなる見解を示している。そちら

も参照されたい。
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